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ユニクロ特許訴訟を巡る，
特許についての一般的理解と
実務家の現場知識の違い

会員　小野　曜

要　約
　株式会社ファーストリテイリングが，「ユニクロ」ブランドで展開する衣料品販売店舗に設置したセルフレ
ジを巡る特許訴訟（ユニクロ特許訴訟）に関し，2021年 5月 20日に知財高裁判決が下りた。この知財高
裁判決について，大手を含む複数のメディアが特許に絡む課題に触れた報道を行った。特許の実務家ではな
い，これらのメディアや一般的なビジネスパーソンが持っている特許についての知識やイメージには，特許実
務に精通した専門家が持つそれらとは異なる点がある。
　本稿では，ユニクロ特許訴訟を題材に，特許の専門職と特許実務に精通した専門家でない人々との間での知
の共有問題について考察する。

目次
1.ユニクロ特許訴訟の概要
　1－1.事件の概要
　1－2.特許訴訟に至る経緯
　1－3.本件訴訟の知財高裁判決に対する反応
2.「大企業による中小企業の特許潰し」問題
　2－1.大企業はなぜ，中小企業の特許潰しをするのか
　2－2.特許を取得し，権利行使するための費用
　2－3.大企業が敗訴するリスク・コスト
　2－4.日米の違い
　2－5.特許権を巡る建前公平実質不公平問題について
3.758特許の “価値”
　3－1.高度な技術（発明）の特許が「価値が高い」のか
　3－2.758特許の内容と価値
　3－3.「価値ある特許」とは
4.特許を巡る世間の理解と現場知識の乖離
　4－1.『下町ロケット』はフィクションである
　4－2�.特許・知財ブームで広がる不正確な知識とプロ

フェッショナルの現場知識
　4－3.特許の “属地性（環境依存性）”
　4－4.特許の実務家に求められる知識・役割

1.ユニクロ特許訴訟の概要
　1－1.事件の概要
　2021 年 5 月 20 日，株式会社ファーストリテイリン
グ（以下，「ファストリ」または「被告」）と，株式会
社アスタリスク（以下，「アスタリスク」または「原

告」）との間で争われていた審決取消訴訟（以下，「本
件訴訟」）の知財高裁判決が出た。
　本件訴訟の対象となった特許 6469758 号（以下，

「758 特許」）は，2017 年 5 月にアスタリスクが特許出
願を行い，2019 年 1 月に設定登録されている。ファ
ストリは，2019 年 5 月に 758 特許に対する無効審判
を請求，2020 年 8 月に訂正後の 758 特許の一部が無
効との審決が出たことに対し，アスタリスクが本件訴
訟を提起。2021 年 5 月，知財高裁が審決を取り消し
て 758 特許を有効とした。
　なお 758 特許の権利者は本件訴訟の途中で変更され
ているが，これは後述する訴訟遂行費用負担の問題が
あるためである。現在の権利者はいわゆる非実施権利
者（NPE）であり，NPE が訴訟を継続することにつ
いての批判もあるが，本稿ではこの問題には触れず，
758 特許の権利者もアスタリスクとする。

　1－2.特許訴訟に至る経過
　今回の知財高裁判決は，複数の大手メディアでも報
じられており，本件訴訟に至る背景についてもいくつ
かのメディアが報じている。筆者は原告，被告のどち
らからも直接，話を聞いていないため，訴訟に至る正
確な経過を論じることはできない。
　しかし，「ユニクロを特許侵害で訴えた下請け社長
語る『ゼロ円でライセンスを要求された』」（DIAMOND 
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on line 2019 年 10 月 9 日（1），以下，「DIAMOND1910
記事」）には，訴訟に至る経過について第三者でも検
証可能と思われる内容が多いので参考にしやすい。
　DIAMOND1910 記事によれば，アスタリスクは，
758 特許を出願後（登録前）の 2017 年に「Japan IT 
Week」で 758 特許に係るセルフレジの試作機を展示
発表，チラシ配布を行い，ファストリの IT 担当者へ
の説明を行ったとのことである。その後の 2018 年 8
月，ファストリが 2019 年 2 月から店舗展開するレジ
のコンペをしているとの情報を得てアスタリスクは
ファストリの IT の検討チームの担当者に 758 特許に
係るセルフレジの提案を行い，出願中であることを伝
えたとある。
　しかし，アスタリスクは同年 11 月にファストリか
ら他社製品の納入が決定したと伝えられ，2019 年 2
月から他社製品のセルフレジの導入が始まったとされ
る。758 特許は，アスタリスクがファストリの IT 担
当に提案を行った後，採用が見送られ他社製品の導入
が開始される直前の 2019 年 1 月に設定登録され，ア
スタリスクはファストリの IT 担当に特許成立を伝え
たと書かれている。
　アスタリスクは，自社製品を採用せずに自社の 758
特許を侵害すると考える他社製品の導入を進めるファ
ストリに対し，ライセンス契約の締結を求めて交渉を
続けたものの，2019 年 5 月にファストリが無効審判
を請求し，ライセンス交渉も不調であったことから同
年 9 月には特許権侵害訴訟を提起するに至ったとのこ
とである。

　1－3.本件訴訟の知財高裁判決に対する反応
　本件訴訟の高裁判決は複数のメディアで報じられ，

「大企業による中小企業の特許潰し」としてファスト
リに批判的な反応がある一方で，758 特許は「特許の
価値がない発明」とする意見もあった。これらの反応
の多くは，特許の実務家ではないメディアや一般的な
ビジネスパーソンにより示されたものであることか
ら，本稿ではこれらの「特許実務家でない人」の反応
に対して，「特許実務家」の解説の一例を示したい。

2.「大企業による中小企業の特許潰し」問題
　2－1�.大企業はなぜ，中小企業の特許潰しをする

のか
　日本の特許実務家の多くは「大企業は中小企業の特

許潰しをする」ことは珍しくないことを知っており，
なぜ大企業が中小企業の特許潰しをするかも多くの特
許実務家は説明できるであろう。
　とはいえ，「大企業がなぜ，中小企業の特許潰しを
するのか」を，経営的な視点，特に企業にとってのリ
スク・コストから説明している例は少ないため，以
下，いわゆる “費用対効果” の視点から，大企業が中
小企業の特許潰しに動く理由を説明する。

　2－2.特許を取得し，権利行使するための費用
　そもそも中小企業が大企業を相手に特許権侵害訴訟
を提起することを想定する場合，中小企業は特許権を
取得しておく必要がある。特許実務家であれば誰もが
知る通り，特許権を取得するには一定の専門知識，経
験が必要である。そして，弁理士に特許権の取得代理
を依頼すれば，1 件の国内特許を取得するために，代
理人に支払うサービス料金と特許庁に支払う印紙代を
含めて約 100 万円の費用が掛かる。
　また，特許を巡る係争が生じた場合，無効審判が請
求されることはよくあるが，無効審判が請求された場
合の対応にも通常は特許の専門家が必要とされ，その
費用は 100～300 万円程度となる。この「数百万円」
という費用は，大企業にとっては日常的に支出できる
程度の「小金」であるが，中小ベンチャー企業にとっ
てはおいそれと支出することは難しい大金である。
　しかも特許の審査過程で抽出される先行技術文献に
は限度がある中，インターネットの普及によって膨大
な技術情報・アイデアが発信，検索されるようにな
り，ほぼすべての特許には，審査過程で抽出されな
かった何らかの「無効理由となる情報」が存在してい
る。このため特許の専門家の中には，2～3 億円ほど
かけて徹底的な無効資料探しを行えば，潰せない特許
はないという人もいる。
　一般的には大企業であっても無効資料探しに数億円
をかけることはなく，数百万円から 1000 万円程度か
けて無効資料探しを行えば，ある程度，「使えそう」
な無効資料を得ることができる。つまり 1000～2000
万円程度あれば，特許を潰す目途は立ち，この程度の
費用は大企業にとっては支払いうるものであるのに対
し，無効審判を請求される中小企業にとっては，審判
を継続する数百万円という費用は重くのしかかる。
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　2－3.大企業が敗訴するリスク・コスト
　図 1，図 2 は，東京地方裁判所と大阪地方裁判所の
知的財産権専門部が作成した特許権侵害訴訟に関する
訴訟の統計情報をグラフ化した図である（知的財産高
等裁判所「特許権の侵害に関する訴訟における統計　
東京地裁・大阪地裁，平成 26～令和 2 年（2）」）。図 1 の
内側の円グラフは，特許権侵害訴訟が和解で終結した
か判決が出たかを示しており，判決が出された事件が
6 割強，和解で終結した事件は 4 割弱となっている。
図 2 は，判決が出た事件のうち，特許権者の請求が認
容されたか棄却されたかを示しており，権利者勝訴

（請求認容）は 30％であるのに対し，権利者敗訴（請
求棄却）は倍の 63％となっている。

　また，同じ資料には判決が認容された場合，すなわ
ち権利者が勝訴した場合に認められた賠償額（図 3），
和解した場合に権利者が得た和解額（図 4）が示され
ている。図 3 に示す通り，権利者が勝訴した場合に得
られる賠償額は 1 億円未満が 7 割を超え，1 億円以上

図 1　日本の特許権侵害訴訟の終結のパターン（判決か和解か）

出典 ：知的財産高等裁判所「特許権の侵害に関する訴訟におけ
る統計東京地裁・大阪地裁平成 26～令和 2 年」

図 2�　日本の特許権侵害訴訟の判決の内容（権利
者勝訴／敗訴の別）

出典 ：知的財産高等裁判所「特許権の侵害に関す
る訴訟における統計東京地裁・大阪地裁平成
26～令和 2 年」

は約 26％に過ぎない。和解の場合は，1 億円以上の和
解金を得た権利者は約 17％に過ぎず，5000 万円に満
たない和解金額で和解したケースが多い（図 4）。
　ちなみに，少し古いが 2015 年 3 月に開催された知
財戦略本部　検証・評価・企画委員会知財紛争処理タ
スクフォース（第 2 回）の配布資料「知財紛争処理に
関する基礎資料」（3）には，特許権侵害訴訟における損
害額の日米比較がされている（図 5）。
　図 5 に示す通り，米国の特許権侵害訴訟では敗訴し
た場合，数百億円を超える賠償金の支払いが課され，
1000 億円オーダーの賠償金の支払いとなることもあ
るのに対し，日本の賠償額は高くても 10 数億円程度
である。ちなみに，米国の特許権侵害訴訟では，マイ
クロソフトやアップルといった大企業が被告となって
いるのに対し，原告は米国産業界に疎い筆者には耳慣

図 3　日本で特許権者が勝訴した場合に認められた賠償額

出典 ：知的財産高等裁判所「特許権の侵害に関する訴訟に
おける統計東京地裁・大阪地裁平成 26～令和 2 年」

図 4�　日本の特許権侵害訴訟で和解した場合に権利者が得
た和解金額

出典 ：知的財産高等裁判所「特許権の侵害に関する訴訟に
おける統計東京地裁・大阪地裁平成 26～令和 2 年」
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れない企業である。すなわち米国では，「知恵のある
無名の企業」が，特許を武器に大企業に挑み，勝利を
おさめるという，池井戸潤氏が描いた『下町ロケッ
ト』の世界は現に存在している。さらに，同じ資料に
は，日本での権利者属性別の特許権者の勝訴率も示さ
れており（図 6），中小企業が大企業を特許権侵害で
訴えた場合の勝訴率はわずか 10％となっている。

　これらを総合すると，日本では，大企業が中小企業
に特許権侵害で訴えられたとしても敗訴する確率は
10％にすぎない。また，敗訴した場合に支払わされる
賠償金は数千万円，多く見積もっても 10 億円程度で
ある。
　前掲の DIAMOND1910 記事には，アスタリスク側
が想定するセルフレジ特許のライセンス料は年間約 3
億円とある。とすれば，ファストリからすれば，数
千万円の費用をかけて特許潰しに動き，わずか 10％
に過ぎない確率で敗訴した場合に支払う賠償金まで想
定しても訴訟するコストは 10～20 億円程度であるの
に対し，ライセンス契約をすれば 5 年間で 15 億円を
支払うことになる。とすれば，当然，特許権を潰しに
かかるのがファストリとしては金銭面だけを考えれば
合理的な判断となる。

図 6　権利者属性（規模）別特許権侵害訴訟勝訴率
出典：知財戦略本部「知財紛争処理に関する基礎資料」

　2－4.日米の違い
　前掲「知財紛争処理に関する基礎資料」では特許訴
訟の日米比較がされており，米国では特許訴訟の約 9
割が和解で終結し（図 7），判決が出る場合の原告勝
訴率は 36％となっている（図 8）。

　ディスカバリー制度を持つ米国では，訴訟が開始さ
れるとその継続に億円単位の弁護士費用が必要とな
り，権利者が勝訴した場合の賠償額は 3 倍賠償制度に
よって数億円，数十億円は当たり前，場合によっては
数百億円，1000 億円を超えることもある。であれば，
数億円で特許権を購入する，ライセンスする，数十億
円をかけて企業ごと買収する方が合理的である。
　筆者が米国・シリコンバレーでベンチャーに対する
資金提供を行っていた人に聞いた話では，米国（シリ
コンバレー）では多少の成功を収めた企業には，特許
権のライセンスや購入を打診し，応じなければ提訴す
るという話が持ち込まれるのはよくあるそうである。
そして，資金提供者も訴訟を継続するより権利や企業
を購入・買収したりライセンス契約を締結したりする
方がよいと判断されれば，その費用を提供するとのこ
とである。また米国の場合，権利者が勝訴すれば数億
円から数十億円，時には数百億円の賠償金が得られる
確率が 4 割弱あるため，資金力のない中小ベンチャー
であっても，勝ち目がありそうな特許であれば訴訟を

図 7　日米特許訴訟終結パターンの違い
出典：知財戦略本部「知財紛争処理に関する基礎資料」

図 8　主要各国の特許権侵害訴訟原告勝訴率
出典：知財戦略本部「知財紛争処理に関する基礎資料」

出典：知財戦略本部「知財紛争処理に関する基礎資料」
図 5　特許権侵害訴訟の日米比較
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遂行する費用を用立てても十分なリターンが得ら
れる。
　一方，日本では中小企業に訴訟遂行の費用を用立て
たところで，敗訴する確率が圧倒的に高い上，賠償金
や和解金を得たところでせいぜい数千万円しか得られ
ないとなれば金融機関も資金を用立てづらい。また，
弁護士などの専門家も一獲千金を狙って成功報酬を大
きくして低額な着手金で訴訟代理を受けるわけにもい
かない。
　結果，米国では資金力が乏しい中小企業であって
も，大企業を「刺せる特許」を持っている企業に対し
て特許潰しに動くことは，大企業にとっても大きなリ
スクになる。このため，権利を購入したりライセンス
契約をしたりすることが合理的な選択となりうる。

　2－5�.特許権を巡る建前公平実質不公平問題につ
いて

　特許の “効用” を巡る日米の違いには，ここでは踏
み込まないが，こうした違いは両国の文化風土，それ
に根差す制度や仕組み，その運用に関する違いから生
じている。日本が米国に倣ってプロパテント政策を採
用した 2000 年代初め以降，中小・ベンチャー企業が
大企業に伍する武器に特許がならない日本の実情につ
いては，様々な打開策が検討され，講じられてきた。
しかし，「フェア」を重んじる米国と，実績や仲間内
のつながりや信用を大切に考える日本とでは，社会の
構造や価値観，すなわち文化風土が異なっており，米
国の制度を形式的に取り入れたところで直ちに米国と
同じような “成果” が出るわけではない。
　近年のベンチャーブームの中で中小・ベンチャー企
業に特許権取得を勧める起業支援者・機関は少なくな
いが，上に述べたように中小・ベンチャー企業にとっ
て特許権を取得したところで，必ずしも取得費用に見
合った “活用成果” を得るのは容易ではないという
“不都合な事実” を告げずに特許権の取得を勧めてい
る例が散見される。
　特許権の “活用” を巡り，大企業と中小・ベンチャー
企業の間には，形式上の不平等はないとしても，上述
した通りの実質的な “格差” がある。この “実質的な
格差問題” については，特許制度の改正や裁判実務の
見直しなどで是正を図るのみならず，大企業の優越的
地位の濫用に当たるのではないかといった視点での是
正を試みるといった，多様な角度，重畳的な対策が必

要ではないだろうか。
　なお，2019 年 6 月に公正取引委員会が「製造業者
のノウハウ・知的財産権を対象とした優越的地位の濫
用行為等に関する実態調査報告書」を公表している（4）。
この報告書の中では，大企業が資金力での優位から中
小企業の特許潰しに動くことについては触れられてい
ない。しかし，今回の一連のユニクロ特許訴訟に至っ
た「ライセンスゼロ円の要求」が事実であるとすれ
ば，その行為は，この報告書で問題とされている「知
的財産権の無償ライセンス等を強要される」例に該当
する可能性がある。特許の実務家としては，このよう
なケースで特許訴訟を提案・サポートするのみなら
ず，公正取引委員会への相談などによる救済を図るこ
とも考えたい。
　なお 758 特許は，米国や米国以上に権利者の勝訴率
が高い中国で権利化されていないようであるが，もし
758 特許が米国や中国で権利化され得るものであれ
ば，アスタリスクには米国や中国の特許権（または特
許を受ける権利）による資金調達や巨額の賠償金を得
る途があったかもしれない。PCT 日本語出願であれ
ば，出願費用は増加するがそれも 2,30 万円程度であ
り，優先日から 30 か月という移行期間を買うことが
できる。特許実務家には，クライアントである中小企
業が，海外展開，とりわけ米国や中国展開する大企業
を相手に事業を行っている場合，PCT 出願の必要性
をクライアントと検討することが求められよう。

3.758 特許の “価値”
　3－1�.高度な技術（発明）の特許が「価値が高

い」のか
　特許は，制度上，進歩性がある発明に付与されると
されており，特許制度を多少，知っている人の中には

「高度な技術，優れた発明に特許が付与される」と理
解している人も多い。しかし，日本国内だけでも毎年
30 万件に上る特許出願の中で，ゲノム編集や青色発
光ダイオードのような世紀の発明に付与された特許
は，ごくわずかでしかない。
　特許実務家であれば，世紀の発明に付与された特許
以上に，誰もが思いつきそうで思いつかなかった「一
見すると誰もができそうな発明」や，既存技術をわず
かに改善，改良した改良発明に特許が付与されること
を知っている。一方，特許実務を知らず「特許は優れ
た発明に付与される」という特許制度を言葉通りに理
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解している人から見れば，ほとんどの特許は「誰でも
思いつきそうな，特許の名に値しない」特許にも見
える。

　3－2.758 特許の内容と価値
　758 特許の請求項 1 に係る発明は下記の通りである。

「物品に付された RF タグから情報を読み取る据置式
の読取装置であって，
前記 RF タグと交信するための電波を放射するアンテ
ナと，
上向きに開口した筐体内に設けられ，前記アンテナを
収容し，前記物品を囲み，該物品よりも広い開口が上
向きに形成されたシールド部と，
を備え，
前記筐体および前記シールド部が上向きに開口した状
態で，前記 RF タグから情報を読み取ることを特徴と
する読取装置。」
　端的に言えば，758 特許は RFID タグの電波が隣の
レジに飛んで干渉することがないよう，「蓋」をする
必要があったものを「蓋」なしで読み取りができるよ
うにしたものであり，請求項の記載は極めてシンプル
である。
　このように単純で誰もが思いつきそうな発明は，特
許登録された場合，意外に潰しがたいことが特許の実
務家の間では知られており，前掲 DIAMOND1910 記
事でも特許の専門家の意見として，今回の 758 特許が
まさにそのような「特許にならないと思われるが，特
許になり，潰しにくい特許」である可能性が示唆され
ている。

　3－3.「価値ある特許」とは
　特許は制度上，「優れた発明」に付与されることに
なっており，制度をまっすぐ字句通りに解釈すれば，

「価値がある特許」とは，簡単には思いつかないよう
な高度で優れた発明に対して付与された特許であるよ
うに思われるかもしれない。しかし，実質的に価値の
ある特許というのは，「潰されにくく」「儲かる」，す
なわち，「儲けが出る」事業に「使われている」特許
である。758 特許は，ファストリという大企業が多く
の店舗で使うセルフレジに使われているのであるか
ら，「儲ける」ことができる特許と言える。
　本件訴訟の判決文によれば，758 特許の無効資料に
は 758 特許の請求項 1 に係る発明特定事項のうち，下

線を付した部分以外が開示されている。
「物品に付された RF タグから情報を読み取る据置式
の読取装置であって，
前記 RF タグと交信するための電波を放射するアンテ
ナと，
上向きに開口した筐体内に設けられ，前記アンテナを
収容し，前記物品を囲み，該物品よりも広い開口が上
向きに形成されたシールド部と，
を備え，
前記筐体および前記シールド部が上向きに開口した状
態で，前記 RF タグから情報を読み取ることを特徴と
する読取装置。」
　そして，無効資料に記載された読取装置の開口は前
向きに形成されており（すなわち横穴に突っ込むよう
にカゴを入れる），上向きにする動機づけがなく，上
向きに開口する，つまり上から置くだけで蓋もせずに
RF タグを読み取れる 758 特許の読取装置は想到容易
でないとしている。
　ある程度の経験を積んだ特許の実務家であれば，進
歩性の判断は，時期や技術分野などによって異なるも
のであることを知っている。そして 758 特許の場合，
RF タグの電波の干渉を防ぐ手段として，開口を前向
きとしたり蓋をしたりするといった工夫のバリエー
ションがあるという “技術の近接度” からすれば，横
穴にカゴを突っ込んだり蓋をしたりする今回の訴訟で
提示された先行技術に対しては，レジ台に乗せるだけ
で蓋を不要とする構造とした発明に特許性（進歩性）
を認めることは必ずしも不当ではない，むしろ妥当な
判断と考えうる。
　よって特許の実務家としては，758 特許を前述した
無効資料で潰すのは必ずしも容易ではなく，特許有効
と判断される可能性がむしろ高いと考え，特許を無効
にできなかった場合を想定しておく人も多いだろう。
そして実際，758 特許は無効とされず，「潰されにく
い」特許であると認定されたことになる。

4.特許を巡る世間の理解と現場知識の乖離
　4－1.『下町ロケット』はフィクションである
　ここまで，本件訴訟に関して，特許に精通していな
い人が抱く疑問や違和感に特許の実務家として提示し
うる解説を試みた。
　中小企業が特許を駆使して成功を収める池井戸潤氏
の『下町ロケット』がテレビドラマ化されたこともあ
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り，中小企業でも知恵があれば「よい特許」を取得
し，ライバル企業や大企業と互角に渡り合えると思う
人はいる。また，日本弁理士会や中小・ベンチャーを
支援する行政その他の公的機関も中小企業の特許取得
を勧めていることも，世間に「優れた技術」について
特許を取得していれば，大企業相手でも弱い立場に立
たされないという思いを抱かせることに繋がるだろ
う。あるいは，特許は優れた発明に付与されるという
特許制度を額面通りに理解している人にとっては，本
件訴訟に係る 758 特許など，特許に値しないと考える
のも無理からぬことであろう。
　しかし，中小企業が知恵を絞って「よい特許」を取
得しても，少なくとも今の日本では小説やドラマが描
くような「成功」に繋がるわけではない。また，多く
の特許は世に知られた大発明のような優れた発明に与
えられているわけではないことは，特許の実務家であ
れば知っていることである。

　4－2�.特許・知財ブームで広がる不正確な知識と
プロフェッショナルの現場知識

　特許に限らず，現場を知らない人が持つ知識と，そ
の分野のプロ，現場を熟知する者が持つ「実態的理
解」「現場の知識」とは往々にして一致しない。
　特許については，ビジネスモデル特許ブーム・知財
ブームが起こった 2000 年前後，筆者を含む特許実務
家でも米国のように「特許で稼げる」と考えて特許権
侵害訴訟に踏み切ったものの特許が無効にされ，社内
での特許のプレゼンスが上がるどころか下がったと嘆
く姿が散見された。真のプロフェッショナル，現場を
知る「実務家」というのは，このように現場での実務
を通して，形式知化される以前の暗黙知（実践知）や
一般の人に広く知られていない最先端の知識を獲得，
蓄積しながら，専門的知識のたえざる刷新を行う者で
ある。
　近年のベンチャーブームにより再び特許に注目が集
まる中，特許に真に精通しているとは言えない人々，
まだ特許の「プロ」と呼ぶに足りない経験値の低い専
門家などが特許の「効用」や「使い方」などについ
て，特許の実態に通じたプロフェッショナルからすれ
ば首を傾げたくなるようなアドバイスを行う例も散見
される。
　例えば，企業知財を経験していない特許事務所の弁
理士や，企業で特許実務をしていたとしても特許の訴

訟やライセンス交渉を経験していない特許実務家，中
小・ベンチャー企業を支援する支援機関や金融機関の
中には，「権利範囲が広い」特許がよい特許だとする
人もいる。しかし，米国の特許訴訟を知っているよう
な特許実務家から見た「よい特許」とは，係争になっ
た際に「使える」，つまり「潰されず」，相手の事業で

「使われている」特許である。真の「プロ」とは，場
面や立場の違いによって「よい特許」の定義もこのよ
うに変わることを知っている者であり，一面的な見
方，一つの方法論のみで以て足りると考える者が特許
に通じない人々にプロとしてアドバイスをすること
は，「勧められたから特許を取得したが，役に立たな
かった」という怨嗟，特許に対する不信感を招きかね
ない。

　4－3.特許の “属地性（環境依存性）”
　米国では上述した通り『下町ロケット』までは行か
ずとも中小・ベンチャーが保有する特許が「カネにな
る」ことはありえるし，特許権が巨額で売買されるこ
とも珍しくはない。しかし，日本では大企業であって
も特許権の売買や特許訴訟で「稼ぐ」ことは上述した
通り，容易ではない。この日米の違いは，前述した通
り両国の文化風土の違いから生じており，文化風土の
違いゆえに生じている制度の設計や運用の違いによ
る。文化風土の違いゆえ，企業活動や知財業務におい
て「米国流」のコピーは必ずしも奏功せず，特許が役
に立つかどうかは，特許をどのような環境で，何のた
めにどのように取得し，使用するかに左右されること
を意識した現場での創意工夫を要する。
　本稿で取り上げたアスタリスクの鈴木社長は，東レ
での勤務経験があるとのことで，米国で通用する特許
を取得しつつ，特許訴訟を避けて水面下での交渉で妥
協し合う日本の製造業の特許活用の仕方も知っていた
可能性がある。一方，DIAMOND1910 記事で触れら
れていたが，ファストリが事業を展開しているアパレ
ル業界では，製造業のように特許が取得され，“活用”
“尊重” されてはいない。すなわち，日本国内であっ
ても業界が異なれば，業界の文化風土・慣習が異な
り，特許やその他の知財を「役に立たせる」ために，
どのような知財をどのように取得し，どのように使用
すればよいかの方法論も異なる。特許制度は，パリ条
約などを通じて世界各国で同一の制度とされている
が，その活用のされ方，実効性は国ごと，地域ごと，
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業界ごとに違う場合がある。

　4－4.特許の実務家に求められる知識・役割
　国境を超えた事業展開や，異分野協働（オープンイ
ノベーション含む）が進む中，知的財産の専門職に
は，知的財産の専門職でない人材との認識共有，相互
理解を図ることがこれまで以上に求められるだろう。
特許の実務家に求められる “プロであること” とは，
教科書に書かれているような「理屈」や特許を少し勉
強した人が抱きがちな「制度的な理想形・正しさ」と，
実態との間には違いがあること，地域や業界ごとに特
許の効用や使い方が異なることを知り，そうした実態
を知らない専門外，異分野の人々との間の知識差を埋
め，実情に即した特許の取得や活用策を講じうる能力
を持っていることかもしれない。
　例えば，従来，特許は「独占排他権」と説明され，
市場から他社製品を排除する役割が期待されてきた。
確かに，巨大な既存市場や右肩上がりの成長期の市場
でシェアを奪い合う場合なら，小さな差別化ポイント
について多数の特許権を取得し，競合を排除するため
のツールとして特許権を使用することは不適切では
ない。
　しかし，新規な市場の創造に挑むベンチャー企業
同士が小さな差異について特許権を取得して競合を排
除しようとする特許権の使用の仕方が適切か，筆者は
疑問を抱いている。少し古い話になるが，2007 年に
Apple が iPhone を発売したことを契機として，2009
年頃からスマートフォン市場は成長期に入り，それと
同時に多くの特許訴訟が起こった（図 9）。

　このように市場が成長期に入った場合は，新規参入
や競合排除に特許権を用いるのは適切であろう。しか
し，まだ十分な儲けが出ないような初期状態にある市
場では，特許権は競合排除に用いるのではなく，市場
を「協創」する「仲間づくり」に用いた方がよいので
はないかと筆者は考えている。
　筆者は昨年からベンチャー企業の経営に参画してい
るが，ベンチャー支援のための資金を求める際には，

図 9　スマートフォン市場の成長と特許訴訟

「競合」と「差別化」することが求められる一方で，
既存市場を変革するため，あるいは新規な市場を成長
させるためにどのような「仲間」を得て市場を育てる
のかが問われることは少ない。ベンチャー企業に真の
新興市場の創出や既存市場の革新を求めるのであれ
ば，小さなベンチャー企業が新興市場や既存市場の創
造者・変革者同士で「差別化」するように誘導するよ
り，「共通点」を探して「共闘」するように誘導した
方がよい場合もあるだろう。
　本稿で述べてきたとおり，特許実務に精通しない起
業家やビジネスパーソンその他，「現場の知識」を欠
き，世間一般に広まっているふわふわとした特許知識
や，「特許＝独占排他」という固定的なイメージしか
持っていない人が知財活動を牽引，喧伝していること
もある。このように特許について不確かで不十分な知
識しか持てないのが当たり前の起業家やビジネスパー
ソンといった方々に対して，特許の実務家が「実態」
を説明し，以て，より “環境” に応じた様々な特許の
取得や活用が図られるようになるために本稿が役に立
てば幸いである。

（注）
（1）https://diamond.jp/articles/-/217080
（2）https://www.ip.courts.go.jp/vc-files/ip/2021/2020_sin 

toukei_h26_r2.pdf
（3）https://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/tyousakai/ken 

sho_hyoka_kikaku/tf_chiizai/dai2/sankousiryou05.pdf
（4）https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2019/jun/ 

190614.html
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